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特 集

放射線治療医にとって、骨転移は診療する機会が多い病態の1つです。医学生や研修医に、放射線治療を行う
場面を問うと、ほぼ一番に挙がるのが「骨転移の痛みに対する緩和照射」です。
有痛性骨転移へ緩和照射を行うということ自体は、医療者の中でも広く知られている印象ですが、実際に緩和

照射が適応となるタイミングや疼痛緩和の有効性、痛み以外での放射線治療の適応、また放射線以外の治療法な
ど、がん診療を担う医療者へ広く知られているとは残念ながら言えない現状があります。
また、痛みがあるにも関わらず「化学療法の治療効果がみたかった」「まだ終末期ではないので緩和照射のタイ

ミングとは考えていない」など、どうしてもっと早く紹介してくれなかったのか…と苦渋の思いで診療にあたっ
た経験をされた先生もいらっしゃると思います。
本当に必要とされるタイミングで患者さんが放射線治療を受けられるためにはどうしたらよいか、放射線治療

以外が適している場合はどのように専門科へ繋いでいくのか。近年は、外照射にとどまらず、小線源治療や体幹部
定位放射線治療など、高精度で専門性の高い治療法も普及しつつあります。これからは放射線治療科への紹介を
待つだけではなく、積極的に多職種と情報を共有し、適切な骨転移への治療法を提供することが重要となります。
今回の特集では、骨転移診療の第一線でご活躍されている、腫瘍内科・総合診療科・骨軟部腫瘍科（整形外科）・

看護師・放射線治療科の各分野の先生方よりご寄稿いただきました。本特集を読まれた先生方の、「今日からさっ
そく、骨転移カンファレンスを始めてみよう！」の第一歩の後押しになればと願っております。
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はじめに
2010年から2016年の米国SEERデータベースを用い

た研究では、がん患者の約5%に骨転移があった 1。し
かし、正確な発生数は不明で、米国の骨転移患者は毎
年2.1万人から40万人と見積もられている。日本でも
毎年10～20万人の骨転移患者がいると思われる。
骨転移は患者の生存に影響を与えるのみならず、生
活の質（QOL）や日常生活動作（ADL）が損なわれ、医
療費も増大する。こういう状況を改善するためには骨
転移を適切に診断治療する必要がある。骨転移治療は
手術や放射線治療などの局所療法から、鎮痛目的の緩
和ケア、骨関連事象を軽減するための骨修飾薬、そし
て全身化学療法など多岐にわたる。さらにリハビリ

骨転移カンファレンスの重要性
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テーションや患者教育などのサポーティブケアが必要
になる。これらの治療は包括的に行う必要がある 2。精
密照射など近年の放射線治療の進歩は著しい。ガイド
ライン作成委員長の立場から、まず骨転移診療ガイド
ライン（改訂第二版）における放射線治療について紹
介したい（表）。

骨転移の放射線療法
放射線療法は有痛性骨転移に対して、少ない有害事
象、短い治療期間で効率よく疼痛緩和が得られる。す
べての有痛性骨転移が放射線療法の対象となる（CQ 
17，CQ 18）2。初回照射後に疼痛が再燃した場合や疼
痛緩和が不十分だった場合でも、同一部位への再照射
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を検討する（CQ 19）2。放射線療法は脊髄圧迫に対して
も良い選択である 2。脊髄圧迫に対して放射線療法と
手術のいずれを実施するかについてはキャンサーボー
ド（CB）で協議することが望ましい（CQ 6）2。脊髄圧
迫にて麻痺症状が出現している場合には来院後48時
間以内の可及的速やかに治療を開始する（BQ 2）2。し
かし、麻痺出現から時間が経過していても治療適応は
ある。骨折リスクが高い長管骨には、骨折予防を目的
とした放射線療法を検討する 2。ただし、リスクが高い
ケースでは放射線療法を行っても高率に骨折をきたす
ので、予防的固定術か放射線療法のいずれを選択する
かは慎重に検討する。
画像誘導の定位放射線技術は、腫瘍周囲の健康な
組織を損傷することなく、高線量の放射線によって
腫瘍細胞の放射線抵抗性を克服する 2。放射線療法は
PDL-1発現を誘導する可能性があり、免疫チェックポ
イント阻害に対する応答を改善する可能性も探索され
ている 2。さらにラジオ波焼灼やセメント注入を組み
合わせるインターベンショナル・ラジオロジーも行わ
れている 2。
このように、骨転移に対するさまざまな治療法が存
在する中で、骨転移患者に対して全身療法を継続する
か、手術や放射線療法などの局所治療を優先するかの
決定は、激しい痛みなどの症状や骨折や脊髄圧迫など
のリスクの有無によって異なり、多職種で検討する必
要がある 2。

多職種連携
様々な治療モダリティーを、どう使い分けてゆくべ
きかの議論においては骨転移CBを開催することが望
ましい。ここでは手術、放射線療法、化学療法、緩和
ケア、リハビリテーションなどに携わる専門的な医療
スタッフ等が集まって、患者の治療や療養の方針につ

いて意見交換や情報共有を行う。CBの設置、および定
期的な開催は、がん診療連携拠点病院の指定要件にも
なっている。
骨転移診療ガイドラインでは、CBや院内骨転移登

録を提案している 2。骨転移CBによって整形外科の受
診割合や手術の件数が増加し、緊急手術の割合が減
少するなど良好なアウトカムが得られつつある 3, 4。た
だ、骨転移CBの実施率は決して高くない。2016年の
アンケート調査では、がん診療拠点病院でも骨転移
CBを行っている施設は1割程度であった 5。2023年の
日経メディカルの調査でも、3,107人の医師に聞いた
ところ、骨転移CBがあると回答した医師は16.1%に
過ぎなかった 6。この8年間で骨転移CBはあまり普及
していないようである。そこで、我々は2024年から
ファイザー製薬（株）と地域医療振興協会（公社）の支
援のもと、骨転移診療のスペシャリストによる骨転移
診療チーム・体制づくりのための教育システム（Sessa）
を開始した（図）7。興味のある向きは一度、ご覧いただ
きたい。2025年11月2日現在、284人が登録、視聴し
ている。
骨転移CBの多職種性が、その開催を難しくしてい

る側面がある。骨転移CBの実態調査では9施設中8
施設で月1回以上開催されており、1回あたりの所要
時間も7施設で1時間以上と回答している 5。一般的
なCBでも医師は毎月50人・時間を費やすなど仕事量
が増える 8。また、CBの前に予習できた放射線診断医
は43.9%で、79.1%が勤務時間内に参加できないとい
う 9。これでは質的な担保は難しく、長時間残業を強
いられる。CB自体が働き方改革関連法に抵触してい
る。解決策として、バーチャルCBが提案されている。
バーチャルCBではメタバースなどのコンピューター
上の仮想空間での会議やZoomなどのWeb会議システ
ムを用いる。バーチャル・CBに関するアンケートで

表　骨転移診療で放射線治療に関するクリニカル・クエスチョン

クリニカル・クエスチョン
CQ17 骨転移の痛みの緩和に外照射は有効か？

行うことを推奨する（強い推奨、エビデンスA）
CQ18 有痛性脊椎転移に体幹部定位照射は有効か？

行うことを提案する（弱い推奨、エビデンスC）
CQ19 過去に外照射を受けた骨転移の痛みの緩和に再照射は有効か？

行うことを推奨する（強い推奨、エビデンスA）
CQ 6 キャンサーボードや院内骨転移登録は骨転移診療に有用か？

行うことを提案する（弱い推奨、エビデンスD）
BQ 2 緊急に対応が必要な骨転移の病態は何か？

脊髄圧迫や高度な高カルシウム血症
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は全員がこれを支持し、7割以上が時間効率や生産性
が良いこと、8割以上が参加しやすいとしている。ま
た、9割が意思決定プロセスには影響がないと言う。
COVID-19による社会的距離問題が契機となって米国
ではバーチャルCBに移行している 10。

最後に
医療者と患者の双方にとって、単なる延命よりも、

ADLとQOLを維持して生存することの重要性が高
まっている。運動器に障害をきたす骨転移に対しては
全身療法に加えて局所療法を駆使してADLを積極的
に維持する必要がある。
ガイドラインの改訂第二版の発刊から3年が経過し

た。3年を目処に改訂を予定している。JASTROの方々
には、ガイドラインの記述には既に古くなったと思わ
れる部分があるかもしれない。皆様からのご意見も伺
うことができれば望外の喜びである。
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骨転移カンファレンスから始まる多職種協働とその未来
―“Why”と“How”から描く実践への第一歩―

奈良県総合医療センター 総合診療科・　　　　　
日本がんサポーティブケア学会 理事・骨転移と骨の健康部会部 会長　東　光久

がんの骨転移は、治療上・支援上ともに非常に重要
な転機を迎える場面です。骨転移が確認された方で
は、疼痛・神経麻痺・骨折・脊髄圧迫といった「骨関連
事象（skeletal-related events, SRE）」が生じるリスクが
高く、それらが骨転移を有する方の日常生活・機能・
QOLに深刻な影響を及ぼします。例えば、米国のレ
ビューでは、長骨転移を有する方では約10～20％に
骨折が生じ、10～15％に高カルシウム血症がみられた
と報告されています 1。
こうした背景を受け、骨転移を単に腫瘍学的治療や
整形外科的介入だけで捉えるのではなく、「多職種・多
科参加のカンファレンス（Bone Metastasis Conference, 
BMCB）」を定期的に開催し、チームとして状況を俯瞰
しながら治療・ケア方針を検討することが、近年その
有用性が指摘されてきました 2。
本稿では、「なぜ骨転移カンファレンスが今必要な
のか（Why）」「どのように立ち上げ・運営すればよい
か（How）」「今後の展望と教訓」の3つの章立てで、多
科参加型カンファレンスを実践するための道筋を整理
します。
なお、本稿では、「患者」という役割ではなく、病を持
ちながら「生きる人」にスポットを当てる観点から、「骨
転移患者」（Patient with bone metastasis）ではなく、「骨
転移を有する方」（Person living with bone metastasis）と
いう表現で統一したいと思います。

なぜ骨転移カンファレンスが必要か
骨転移を有する方は、がん治療（原発腫瘍・全身治

療）だけでなく、整形・放射線・リハビリ・緩和ケア・
薬剤管理・社会支援（MSW）・心理支援といった多面
的な支援が必要となる典型的な対象の方々です。骨転
移に伴う疼痛・機能低下・骨折・脊髄圧迫は、これま
で「個別領域」で対応されがちでしたが、個別対応だけ
では骨転移を有する方の希望・生活背景・リスク・予
後を包括的に捉えることは困難です。
実際、日本のガイドラインでも「骨転移の診断・治

療には多職種チームアプローチが必要」という記載が
あります 3。また、ある国内調査では、骨転移専用の多
職種カンファレンスを持つ放射線科施設は13％にと

どまっており、コンサルテーション体制・多職種連携
の導入が十分ではないことが示唆されています 4。
このような現状を踏まえ、骨転移カンファレンスを
設置することには次のような目的があります：

・SRE発生の予防・早期介入（疼痛・骨折・麻痺等）
・治療・支援方針の多科・多職種による統合判断
・ 骨転移を有する方・その家族の生活背景・価値観
を含めた意思決定支援
・ リハビリ・在宅移行・フォローアップを見据えた
機能維持・QOL確保

このように、骨転移カンファレンスは、がん治療
チームが「骨転移という転機」で原発治療・支持療法・
ケア・地域連携をつなぐ要（かなめ）となる活動です。

骨転移カンファレンスの目的と構造：Whyを問う
骨転移カンファレンス（以下「CB」）とは、「骨転移
を有する方を対象に、治療・リハ・ケア・地域支援を
含めた多科・多職種チームが定期的に集まり、症例検
討・方針共有・行動目標を設定する会議」を指します。
構造としては、以下のような特徴があります 5, 6, 7：

・ 参加職種：主治医・腫瘍内科医・整形外科医・放
射線治療医・緩和ケア医・リハビリ医・看護師・
理学療法士／作業療法士・薬剤師・医療ソーシャ
ルワーカー（MSW）・心理士等

・ 対象症例の選定：骨転移（発症・進行中）または骨
転移リスクを有する症例
・ 会議形式：月1回30～60分程度、1症例／回もし
くは複数症例を扱う形式（例：30分×1症例）
・ 議論の軸：「がん治療型（原発・転移治療を中心）」
と「意思決定支援型（機能維持・在宅移行・ACP含
む）」の二種類。
・ 会議資料として、臨床倫理の四分割表（医学的情
報・患者の意向・QOL／生活背景・周囲状況）を
用いて、情報を整理・見える化することが推奨さ
れます。
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目的を整理すると、

・ 骨転移を有する方の骨転移に伴うリスク（疼痛・骨
折・麻痺）を早期に発見・軽減する
・ 治療／ケアの方向性を多職種で合意・共有し、支
援の重複や抜け漏れを防ぐ
・ 骨転移を有する方・その家族の希望・生活背景・
価値観を診療方針に反映する
・ 各職種が実行可能な“行動目標”を設定し、やるべ
きことを明確にする

こうして、骨転移を契機とした“チーム医療の転換
点”として機能させることが、CBの大きな意義です。

立ち上げから運営まで：Howを問う
（1）準備段階
まず、開催目的・対象症例・頻度・場所・参加職種・
事務的な体制（議事録作成・資料配布）を明確に設定し
ます。例えば、月1回、30分1症例、院内がん診療連
携委員会の下部に位置付ける等の形が現実的です。
また、初期段階では「骨転移で困っている症例」＝例
えば疼痛管理がうまくいかない、整形で対応待ち中、
退院後のリハ・在宅支援方針が未定、など“課題症例”
を対象とすることで、参加職種の実感を得やすく、継
続性を確保しやすくなります 1。
さらに、院内の認知・理解を促進するため、リハビ
リテーション科主導で開催する場合もあります。これ
は、リハが整形・放射線・看護・MSW等横断的に関
わりを持ちやすいためです。

（2）会議フォーマットと進行
会議での進行にあたっては、次のような流れがおす
すめです：

1.  症例提示：原発腫瘍・転移状況・骨転移部位・既
往・治療歴（医学的情報）

2.  情報共有：本人・家族の意向・生活背景・QOL
　 資料として、「臨床倫理の四分割表（医学的情報／
本人意向／QOL・生活背景／周囲状況）」を用い、
各職種が持ち寄った情報を整理・共有することで
スムーズに会議が進行できます。

3.  多職種コメント＋リスク抽出：疼痛・骨折・麻痺・
退院後支援・在宅移行など

4.  合意形成：治療／支援方針（原発・転移治療・整
形介入・放射線・リハ・緩和・MSW）

5.  行動目標設定：各職種が次回までに実施する事項
を明文化

6.  振り返り・モニタリング：次回会議で進捗をレ

ビュー

司会は必ずしも医師だけにせず、看護師や理学療法
士がファシリテートを行うことで、「医師 -中心」では
なく「チーム全体」の視点が強まることもあります。

（3）継続と定着
継続して運営するためには、①実施記録を残し、②
成果（例：疼痛改善・機能維持・退院支援成功）を可
視化し、③院内へ報告・発信することが鍵です。例え
ば、症例提示数・職種参加数・行動目標達成率などを
定期的にモニタリングすると、参加意欲の維持につな
がります。
また、院外・地域連携を視野に入れ、「病診薬連携」
型CB、あるいは地域ネットワークとのハイブリッド
開催も今後の展開として期待されます。

WhyとHowを共有することから広がる今後の展望
まず私たちは、「Why（なぜこのCBを行うのか）」を
参画者全員で共通理解することが必要です。専門職種
ごとに視点や用語が異なりやすいため、開始時に「骨
転移CBを契機に何を達成したいか（例：機能維持・在
宅移行・疼痛制御・意思決定支援）」を明確化すること
が、会議の質を支えます。次に、「やるべきことを可視
化し、行動に落とし込むこと（How）」。ただ議論して
終わるのではなく、各職種が「次回までにこれを実施」
などと具体目標を持つと、実践力が高まります。
今後の展望として、デジタルハイブリッド（オンラ

イン併用）による地域連携型骨転移CBの展開が期待
されます。たとえば、病院・クリニック・薬局が一体
となった「病診薬連携」カンファレンスとして広がる
可能性があります。さらに、国内ではTeam SESSAが
全国の骨転移CB導入支援を展開しており、積極的に
利用されることをお勧めします 8。
最後に、骨転移を“がん医療の末端支援”としてだけ
でなく、“がんチームの起点”として捉え直すことが、
次世代のがんケア・支持療法を推進する鍵になると私
は考えています。

まとめ
骨転移CBは、がん診療における「多職種協働」と「意

思決定支援」を同時に推進する現場のプラットフォー
ムです。
“Why”を共有し、“How”を整えることで、専門職種
の壁を超え、骨転移を有する方とその家族の希望を中
心に据えた医療が動き出します。
ぜひ、多科参加型カンファレンスを貴院でも一歩ず
つ立ち上げていただき、がん診療チームの機能をさら
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に拡げていきましょう。
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はじめに
がん骨転移患者の数はがん患者の増加と共に年々増
加の一途を辿っている。骨転移に起因する障害は患者
ADLの低下を招き、がん患者が社会活動を維持できる
ような体制構築が望まれる時代である。加えてがん骨
転移を取り巻く環境もこの10年で大きく変わってき
た。がんの診断技術や治療の飛躍的な向上はこの環境
変化を加速させ、骨転移の治療ができる時代になった
といっても過言ではない。手術は骨転移治療選択肢の
1つになるものの、適応の決定には原発診療医と整形
外科医が密に連携しながら、予想される予後情報を共
有する必要がある。そして最終的な診療方針は原発巣
診療科、整形外科、放射線科、緩和ケア科、コメディ
カルなどによる多職種協議、いわゆる骨転移キャン
サーボード：骨転移CB（骨転移カンファレンス）で決
定される。2015年に刊行された「骨転移診療ガイドラ
イン」で骨転移患者の治療方針検討を目的とした骨転
移CBの有用性が初めてとりあげられ、2022年の改訂
時には骨転移患者のQOL維持およびその改善のため
にCBの開催が推奨された 1。がんにかかる拠点病院の
指定要件においてもCBの開催が求められている。整
形外科医も一員として、その一環を担う必要がある。

整形外科医の立場から考える骨転移への関わり
整形外科医が骨転移治療に関わる機会を考えると、
以前は大学病院やがん専門病院に勤務する医師以外、

metastases in Japan: Use of questionnaires to promote 
a multidisciplinary approach. Annals of Oncology 
29 (Supplement 9): ix109–ix112, 2018 doi:10.1093/
annonc/mdy440

5. 東光久 . 骨転移キャンサーボードの立ち上げ・運営 . 
骨転移診療プラクティス＆ケースファイル . 南江堂 . 
2025年 .

6. 東光久 . 骨転移キャンサーボードを開催する . 骨転移
診療プラクティス＆ケースファイル . 南江堂 . 2025
年 .

7. Kimura T. Multidisciplinary Approach for Bone 
Metastasis: A Review. Cancers. 2018, 24;10:156 

 doi: 10.3390/cancers10060156
8. 骨転移診療のスペシャリストによる骨点診療チー
ム・体制づくりのための教育システム . 

 https://www.team-sessa.org/

整形外科医師の立場から

国立がん研究センター中央病院 骨軟部腫瘍・リハビリテーション科　小林英介

その頻度は高くなかった。しかし、近年は一般病院に
勤務している場合でも日常診療で骨転移の相談を受け
る機会が増え、日本整形外傷外科学会のホームページ
では治療方針に悩む病的骨折症例をエキスパートに相
談できる窓口として「病的骨折相談窓口」を設置して
いる 2。実際にがんの既往の無い患者が転移性骨腫瘍
疑いを契機に原発不明の骨転移で整形外科を受診する
ことも珍しくない。特に50歳以上の患者に骨腫瘍を
認める場合には骨転移の可能性を考慮することが求め
られている。原発不明で受診する骨転移患者は採血と
全身CTで約半数の患者の原発巣の同定が可能である
ものの、非侵襲的検査で診断できない時には生検も考
慮される 3。
最新の骨転移診療ガイドラインでは21名の整形外

科医が委員として参画し、整形外科領域としても転移
性脊椎腫瘍や四肢長管骨の骨転移の手術、装具療法の
有用性、そして近年話題になっているがんロコモにつ
いて議論がなされた 2。手術治療が行われる骨転移の
原発巣には骨転移患者数自体が多い肺がん、乳がん、
腎がん、前立腺がんなど、骨転移を来してからも比較
的長期予後が見込めるがんが多い。一方で特にこの10
年の分子標的治療薬や免疫チェックポイント阻害剤の
出現により、以前は予後不良であったがん種の骨転移
においても積極的に手術が行われる機会も増加してい
る。基本的に骨転移に対する整形外科的治療戦略その
ものは大きく変化してはいないが、このような治療の
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進歩を踏まえて、整形外科医は手術適応例を見逃さな
いためにも、より積極的かつ早期から骨転移診療に関
わることが求められている。

骨転移治療における整形外科医の役割
外傷性の骨折と同様、骨転移による病的骨折やその
予防に保存的治療が選択されることも少なくない。整
形外科医は手術適応を検討すると同時に安静度、免
荷、三角巾などの外固定、装具作成などについても検
討する必要がある。装具療法が病的骨折の予防に役立
つかどうかの明確なエビデンスはない。一方で実臨床
での機能的装具や胸腰椎の体幹装具は実用的であり、
疼痛の軽減や患部の保護に有用であることは周知の事
実である。また骨関連事象（skeletal related event: SRE）
の発現リスクを回避するために安静臥床は重要であ
る。ただし安静臥床の継続は廃用症候群の発生リスク
を増加させる。この相反する命題を解決すべく、骨転
移の治療中においても積極的にリハビリテーション介
入を検討することがガイドラインでも求められてお
り、安静度の策定も整形外科医の重要な役割の1つで
ある。
骨転移の手術療法は大きく姑息的手術と局所根治的
手術の2つに大別される。例えば四肢長管骨の病的骨
折においても転移巣の切除を目指さずに除痛やADL
の向上、骨折の安定化を目的とする姑息的手術と、局
所根治を目的とした骨転移切除術の選択肢がある。姑
息的手術は比較的余命の短いがん種の骨転移で考慮さ
れ、通常の骨折に用いられるものと同様の骨接合材料
を用いた整復固定術を行うことが多い。大腿骨病的骨
折のような長管骨骨折に対する内固定が一般的な術式
であるが、比較的手術侵襲が小さく、手術時間も短い。
このためADL向上目的で積極的に考慮される機会も
多い。一方で長期予後（6か月以上）が見込まれるがん
種の骨転移の治療の場合は、局所根治的手術も検討さ
れる。例えば腎がんや甲状腺がんなど長期予後が想定
される腫瘍の骨転移では，腫瘍切除目的とした局所根
治的手術を行うことがある。この場合には腫瘍（およ
び骨折部）の切除に加えて、人工骨頭や人工関節によ
る再建が併用される。
手術適応や術式の決定に当たっては、骨折の程度や
病巣の拡がりの他に、全身状態や予後の把握も肝要で
あり、ここがまさに骨転移CBによる専門家協議を最
も必要とする場面である。手術を行うべきかの予後予
測について、本邦では片桐らが作成したスコアリング
システムが用いられることが多い 4。また、骨転移によ

る切迫骨折の予測にはMirelsスコア 5がよく用いられ
ている。ただしスコアリングシステムのみに依存する
ことなく、最終的には骨転移CBを経て、患者背景や
治療の一長一短を十分に考慮した上で治療方針を決定
すべきである。

骨転移CBにおける課題
以上のように骨転移の手術方針を決める場合、整形
外科医が参画する形態での骨転移CBを開催が求めら
れている。一方で臨床現場では課題もある。がん診療
の実態調査で骨転移CBの開催率は、がん診療拠点病
院においても必ずしも高くないことが報告され、各施
設が開催に苦慮している現状も否めない。誰が主体と
なって開催するのかというハードルや、整形外科領域
における専門家の不在も懸念される。加えて、多職種
が集まる時間をどう捻出するかという現実的な問題も
ある。このため施設規模やその目的により骨転移CB
の開催方法は異なっており、実際に当院では緩和医療
科を主体とした月1回の骨転移CBを行っている。こ
のような課題解決のために地域がん診療病院における
骨転移診療支援・連携体制の確立を目指して、オンラ
インで骨転移を学ぶ試みもなされている 6。今後はオ
ンラインでの地域連携型骨転移CBの導入も検討され
る。骨転移CBの意義や重要性を啓発し、施設格差を
是正するための取り組みは整形外科医のみならず、全
ての骨転移診療専門家に求められる課題である。その
解決により骨転移患者のさらなるQOL維持・改善に繋
がることが期待され、整形外科医においてもさらなる
積極的な骨転移診療への関りが求められている。
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はじめに
骨転移は進行がんにおいて高頻度に認められる。骨
転移による痛みや病的骨折、運動障害は日常生活動作
（ADL）の低下を招き、生活の質（QOL）を著しく損な
う要因となる。さらに、身体的な問題だけでなく、将
来への不安や自立性の喪失への恐怖、社会的孤立な
ど、患者が抱える課題は多岐にわたる。
私が所属する緩和ケアチーム（PCT）は、多職種・多

診療科のメンバーで構成されている。緩和ケアの目的
は、さまざまな苦痛・苦悩を抱える患者に対し、QOL
を維持・向上させることである。一側面からのアプ
ローチでは解決が難しい課題も多いため、異なる専門
性を持つ職種・診療科での協働が重要であり、毎週カ
ンファレンスを実施している。骨転移のある患者はま
さに全人的苦痛を抱えており、多職種・多診療科での
話し合いの場として、骨転移カンファレンスの重要性
が高まっている。現状、私の所属施設では骨転移のあ
る患者に特化したカンファレンスは実施されていない
が、多職種・多診療科カンファレンスの重要性や骨転
移カンファレンスに看護師が参加する意義は大きいと
考えている。

多職種・多診療科カンファレンスの重要性
私はPCTの看護師として活動する中で多職種・多診
療科が参加するカンファレンスのメリットを大きく二
つ感じている。
一つ目は、関係者が対面で話し合うことで、治療や
ケアに関する疑問や懸念をその場で確認し合い、意思
決定を迅速かつ円滑に行える点である。PCTのカン
ファレンスでは、メンバーである身体症状担当医、精
神症状担当医、放射線科や麻酔科の医師、看護師、薬
剤師、管理栄養士などに加え、主治医や病棟看護師な
どのプライマリーチームに参加してもらうことがあ
る。関係者が一堂に会し、問題の共有から症状のアセ
スメント、治療・ケアの方向性、役割分担までを同じ
場で直接話し合うことで、症状緩和のための治療・ケ
アを速やかに実践へと結びつけ、苦痛緩和に寄与して
いると実感している。
二つ目のメリットは、定期的なカンファレンスを重
ねることで顔の見える関係性が築かれ、お互いに相談

骨転移のある患者の望む生活を支えるために 
―看護師の立場から―

秋田大学 医学部附属病院　遠藤絵理

や連携がしやすくなる点である。関係性の構築によっ
て相手の専門性や考え方を理解したうえで意見を交わ
すことができ、相談のハードルが下がり、連携がより
円滑になった。数年前より新たに放射線治療科と麻酔
科の医師がPCTに加わったが、関係性が深まったこと
で、放射線治療や神経ブロックなどについてカンファ
レンスを待たずに日常的に相談することも多くなっ
た。その結果、患者の状態に応じたタイムリーで柔軟
な治療・ケアにつながっている。こうした連携は日々
の実践にも反映されており、PCTから症状緩和を目的
とした放射線治療の提案件数は増加している。
骨転移のある患者に対しても、定期的な多職種・多
診療科による話し合いの場が設けられることで、より
質の高い治療・ケア、緊急性の高い症状への迅速な対
応が可能となり、患者のQOL維持・向上につながると
考える。

看護師の役割とカンファレンス参加の意義
看護師は患者にとって最も身近な医療従事者であ
り、日々の関わりの中で患者の小さな変化に気づくこ
とができる存在である。痛みやしびれなどの身体症状
は医師の診察や回診でも確認されるが、看護師は主観
的な症状だけでなく、実際のADLや生活の様子、動
作の変化などを観察し、客観的情報を合わせて症状を
捉えることができる。そのため、患者自身がそれほど
気にしていない段階でも骨関連事象の可能性を疑うこ
とができることは看護師の大きな強みと言える。一方
で画像所見などを基に脊髄圧迫や病的骨折のリスクを
判断することは看護師単独での判断には限界があるた
め、骨転移カンファレンスに参加し、多職種と情報を
共有することによって、安静度の必要性や観察ポイン
ト、生活指導の内容をより明確にできる。
また、看護師は患者から不安や気がかりを直接聴く
機会が多い。医師には本音を話しにくい患者であって
も、看護師には「これからどうしたらいいのだろう」
「自分のことが自分でできなくて情けない」「家族に迷
惑をかけたくない」「やり残している仕事を最後まで
やりきりたい」など、率直な思いを打ち明けてくださ
ることがある。こうした関わりを通して、生活上の困
りごとや不安、恐怖、苦悩、希望を深く理解すること
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骨転移カンファレンスのすゝめ 
―多職種連携による治療環境の最適化と地域連携の可能性―

和歌山県立医科大学 放射線科／腫瘍センター放射線治療部門　野田泰孝

ができる。骨転移カンファレンスでは、病態の共有と
ともに治療方針について話し合うことが主な目的では
あるが、症状に伴う生活への影響や患者の思い・希望
などの心理社会的背景を踏まえて多職種・多診療科で
共有・検討することが、患者が望む暮らしを支える治
療につながる。そのため、患者の思い・考えを代弁で
きる看護師が骨転移カンファレンスに参加する意義は
大きいと考える。
さらに、骨転移のある患者は治療や療養に関する重
大な意思決定を迫られることがある。骨転移はがんの
進行とともに生じることが多く、残された時間を考慮
しながら、治療効果や副作用・合併症、自分の望む生
活に基づいて慎重な判断が求められる。中でも脊髄圧
迫の治療は緊急性が高く、十分に考える時間が確保で
きないこともある。このような悩ましい意思決定の場
面では、患者の価値観や生活背景をよく理解している
看護師による支援が重要である。加えて、意思決定の
過程においては、病状の進行を突きつけられることに
よる心理的な動揺も伴う。骨転移はバッドニュースと
して受け止められ、怒りや否認などの心理的反応を引
き起こすことも少なくない。看護師は患者が自らの価
値観を踏まえ、納得のいく選択ができるように、感情
に寄り添いながら気持ちの整理を支援する役割を担っ
ている。このような意思決定や心理面への支援を行う
うえでも、看護師がカンファレンスに参加し、病態や

はじめに
「天は人の上に人を造らず」と福沢諭吉は述べたが、
彼は同時に「学問によって人生の差が生まれる」ため
「誰もが学んで自立・自由な社会を築くべきだ」とも説
いた。これは医療の現場にも通じる。骨転移を有する
患者が、診療科の壁や制度的な制約によって適切な治
療機会を逸することなく、誰もが必要な支援を受けら
れる環境を整えることは、現代医療における重要な課
題である。
骨転移は、がんの進行に伴って生じる合併症の一つ
であり、疼痛や骨折、麻痺などの重篤な症状を引き起
こす可能性がある。これらの症状は患者のQOL（生活
の質）を著しく低下させるため、早期の介入と多職種
による包括的な対応が求められる。当院ではこの理念

治療方針決定のプロセスを共有することは大きな助け
となる。

まとめ
以前、脊髄圧迫による機能障害を来した患者に関わ
り、情報共有や対応のタイミングの難しさを痛感し
た。この患者は骨転移に対する治療方針の検討に複数
の診療科の判断を必要としたため、決定までに時間を
費やし、結果的に麻痺が進行してしまった。「できる
限り自宅で過ごしたい」という希望を持っていた患者
だったが、麻痺の進行により望む生活の実現は困難に
なった。もし当時、骨転移カンファレンスが実施され
ていれば、患者の希望も踏まえた話し合いができ、よ
り望ましい治療やケアにつながったかもしれない。こ
の経験は今でも心に残っており、自施設でも骨転移カ
ンファレンスが定期的に行われ、患者の望む生活につ
ながる治療・ケアを検討する場になることを期待して
いる。ただ、導入が難しい状況においても、PCTは
組織横断的な活動であり、診療科間の情報共有の橋渡
しが可能である。また、看護師としても患者の思いや
症状の変化を他職種に発信する役割を担うことはでき
る。こうした日々の小さな連携や発信の積み重ねが、
多職種・多診療科が協働する体制の実現につながるこ
とを信じて、今後も取り組んでいきたい。

に基づき、骨転移患者の治療環境を改善するための取
り組みとして「骨転移カンファレンス」が開催されて
いる。本稿では、当院における骨転移カンファレンス
の立ち上げから現在の運用、そして今後の展望につい
て報告し、同様の取り組みが他施設にも広がることを
願って筆を執る。

骨転移カンファレンスの立ち上げ
当院で骨転移カンファレンスが始まった契機は、整
形外科において骨軟部腫瘍を専門とするK先生が大学
に復帰されたことである。がん拠点病院としての認定
要件に対応するため、腫瘍センターの設置やキャン
サーボードの立ち上げが求められ、その一環として
「骨軟部腫瘍キャンサーボード」が発足し、放射線治療
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医、化学療法医、K先生らが中心となって運営された。
当初は骨軟部腫瘍を中心とした症例検討が主であっ
たが、K先生が骨転移症例の相談を一手に引き受ける
ようになったことで、骨転移も検討対象に加わった。
疼痛管理の必要性から緩和ケア医や看護師が加わり、
原発不明例や多発転移例など、治療方針や治療部位の
優先度の判断が難しい症例の検討が可能となった。K
先生の異動後も活動は継続され、現在では「骨転移・
希少癌キャンサーボード」として発展している。

現在の運用体制と内容
本カンファレンスは、毎月第2・第4木曜日の17:30
より開催され、平均20～50分間の議論が行われてい
る。主な内容は以下の通りである：
・ 骨転移患者の治療経過報告（整形外科より）
・ 新規骨転移症例の治療方針相談（照射体位困難例、
手術適応判断、再照射可否など）
・希少癌症例の治療戦略検討
参加部門は表の通りである：
このような多職種連携により、骨転移や希少癌に対
して迅速かつ柔軟な治療方針の決定が可能となり、患
者の負担軽減にも寄与している。特に、診療科間での
情報共有がリアルタイムで行えることにより、次回外
来予約に合わせた評価や治療方針の提示が可能となっ
ている。

課題と今後の展望
院内においては、このキャンサーボードをはじめと
した診療科間の連携によって多くの骨転移症例が拾い
上げられているが、疼痛管理やADL改善の観点から、
さらなる緩和ケア・放射線治療の介入が望まれる症例
も存在する。筆者は、紹介された症例を積極的にカン
ファレンスに持ち込み、関係部門への情報共有に努め
ているが、今後はより体系的な拾い上げ体制の構築が
課題の一つである。
また、院外に紹介された骨転移患者のフォロー体制

も重要である。当院は大学病院であるためなかなか最
後まで患者を診ることができず、院内での加療も及ば
ずBest Supportive Careとして院外へ紹介され、院外の
在宅ケアや看取りを担う医師に引き継いでの加療をお
願いする患者さんも多い。こういった院外の医師や医
療職との連携を強化し、疼痛再発時の照射対応などを
含めた支援体制の整備が求められる。現在も、院外か
らの再照射依頼に応じて日帰りで緩和照射を行う症例
は存在するが、まだ十分に拾い上げられているとは言
えない。地域の在宅医療チームや訪問看護ステーショ
ンとの連携を強化し、カンファレンスへの症例持ち込
みの仕組みを検討する必要がある。
さらに、教育的側面も重要である。若手医師や研修
医に対して、骨転移の診療における多職種連携の意義
を伝える場としても、本カンファレンスは有用であ
る。症例検討を通じて、診療科ごとの視点や判断基準
を学ぶことができ、将来的なチーム医療の担い手育成
にもつながる。

地域連携の可能性
今後の展望として、院内連携に加えて地域医療との
接続を強化することが重要である。特に、地域の診療
所や在宅医療機関との情報共有を円滑にすることで、
骨転移患者の継続的なケアが可能となる。たとえば、
地域医師会との連携による症例紹介のルート整備や、
カンファレンスへのオンライン参加の仕組みを構築す
ることで、院外からの症例持ち込みが促進される可能
性がある。
また、地域包括ケアシステムの中で骨転移患者の位
置づけを明確にし、緩和ケアや放射線治療の役割を再
定義することも必要である。医療資源の限られた地域
においては、こうした連携体制が患者のQOL維持に
直結するため、今後のモデルケースとしての展開が期
待される。

部門 参加者構成

緩和ケア 外来担当医師、緩和ケアチーム看護師、准教授（主催）

放射線科 治療医全員、診断医数名

呼吸器内科・腫瘍内科 数名、腫瘍センター長を兼任する教授（不定期）含む

血液内科 腫瘍センター薬物療法部門兼任医師

整形外科 脊椎外科准教授、骨転移診療医師

皮膚科 皮膚がん専門病院教授（不定期）

表
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おわりに
骨転移カンファレンスは、診療科の枠を超えた協働
の場として、患者中心の医療を実現するための重要な
取り組みである。私が放射線治療医を目指して入局し
たころは他科の先生が放射線治療の相談で放射線治療
室を訪れることなどまずなかったが、現在は放射線治
療のホットラインPHSや直接来ていただいての相談
いただくなどかなり相談のハードルは下がっている。

少なくとも月2回顔を合わせて情報共有することで直
接の依頼・相談をする垣根は明らかに下がっていると
いえる。今後は院内連携のさらなる深化に加え、地域
医療との接続を強化することで、より包括的な骨転移
診療体制の構築を目指したい。誰もが適切な治療を受
けられる環境づくりに向けて、こうした取り組みが全
国に広がることを願ってやまない。

当院のキャンサーボードの風景（著者撮影）




